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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第114期

第３四半期
連結累計期間

第115期
第３四半期
連結累計期間

第114期

会計期間
自 2022年４月１日

至 2022年12月31日

自 2023年４月１日

至 2023年12月31日

自 2022年４月１日

至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 152,544 123,890 194,165

経常利益 (百万円) 11,556 7,590 13,634

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 8,209 5,422 10,528

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 9,748 9,143 12,166

純資産額 (百万円) 82,817 90,929 85,263

総資産額 (百万円) 155,900 159,070 153,263

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 421.88 281.47 540.47

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 51.2 55.1 53.6
 

 

回次
第114期

第３四半期
連結会計期間

第115期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年10月１日

至 2022年12月31日

自 2023年10月１日

至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 120.86 93.29
 

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．１株当たり四半期(当期)純利益の算定において、従業員持株会信託が所有する当社株式を自己株式とし

て処理していることから、期中平均株式数から当該株式数を控除しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、ウクライナ情勢の長期化に伴う資源・エネルギー価格の高止まり

や、中国の景気回復の遅れなど、先行き不透明な状況が続きました。わが国においては、個人消費の持ち直しな

ど、緩やかな回復となりました。

このような状況下、当社グループは第７次中期経営計画フェーズ１の最終年度となり、グループ一丸で取り組

みを進めております。物流事業においては、前期の海上、航空運賃高騰の反動減による影響が大きく、取り扱い

物量も伸び悩みとなりましたが、倉庫業務は第３四半期においても引続き堅調に推移しました。旅行事業では業

務渡航、団体旅行ともに回復基調が継続しました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は前年同期比18.8％減の123,890百万円、営業利益は

前年同期比39.5％減の6,396百万円、経常利益は前年同期比34.3％減の7,590百万円、親会社株主に帰属する四半

期純利益は前年同期比33.9％減の5,422百万円となりました。

セグメントの業績は以下のとおりとなります。

 

セグメントの業績

 

① 物流事業

[日本]

日本では、年末商戦に向けた荷動きの活発化や倉庫需要が堅調に推移するなど、第３四半期も概ね計画通り

で推移しました。航空輸出では、北米等での在庫調整の影響など取り扱いは伸び悩みましたが、輸入では、医

薬品や食品等が堅調に推移しました。海上輸出では、機械・設備等の取り扱いが堅調となり、輸入は機械、雑

貨等が好調に推移しました。

 
[アジア]

アジアでは、全体的に自動車関連貨物の取り扱いの回復が遅れるなど低調な動きとなりました。国別で見ま

すと、タイにおいて内需低迷の影響もあり航空貨物の取り扱い物量が減少したことなどが収益に影響し、前期

比で大きく減少となりました。一方で、ベトナムでは雑貨等の取り扱いが堅調に推移し、第３四半期に入りイ

ンド国内配送業務が好調となるなど、アジア地域の収益下支えとなりました。

 
[中国]

中国では、景気回復の遅れの影響等により海上・航空貨物取り扱いの低調が続き、価格競争の激化等の影響

を受け収益力が低下しました。地域別では、常熟において海上輸出コンテナの取り扱い等が収益に寄与しまし

た。
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[米州]

米州では、自動車関連貨物が第３四半期においても引続き堅調な取り扱いとなりました。国別では、米国、

カナダにおいて、自動車関連貨物のほか食品関連の取り扱いが好調に推移しました。メキシコでも、第３四半

期に入り自動車関連貨物の取り扱いに回復の兆しが見られました。

 
[欧州]

欧州では、総じて荷動きの低調が続き収益は伸び悩みのまま推移しました。国別では、ポーランドにおい

て、倉庫事業が堅調に推移しましたが、ドイツで家電製品や自動車関連貨物の取り扱いが低調となるなど、全

体的に勢いにかける動きとなりました。

 
この結果、売上高は前年同期比20.4％減の117,447百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比46.6％

減の5,332百万円となりました。

 

② 旅行事業

主力業務である業務渡航の取り扱いは回復基調が継続し、団体旅行の取り扱いが収益に貢献しました。

この結果、売上高は前年同期比36.7％増の5,632百万円、セグメント利益（営業利益）は475百万円（前年同

期セグメント損失（営業損失）11百万円）となりました。

 
③ 不動産事業

管理費等のコスト上昇があったものの、京浜地区等における賃貸不動産が前年並みに推移しました。

この結果、売上高は前年同期比1.3％増の1,120百万円、セグメント利益（営業利益）は前年同期比2.5％減の

578百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、神奈川埠頭危険物倉庫の竣工により建物及び構築物が増加したこと

や、保有する上場株式の株価上昇により投資有価証券が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ5,807百

万円増の159,070百万円となりました。

負債は、短期借入金や未払法人税等が減少した一方で、長期前受金や繰延税金負債が増加したこと等により、

前連結会計年度末に比べ141百万円増の68,141百万円となりました。

純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加や、為替の変動による為替換算

調整勘定の増加等により、前連結会計年度末に比べ5,666百万円増の90,929百万円となりました。自己資本比率

は、前連結会計年度末より1.5ポイント増の55.1％となりました。

 

(3) 経営方針・経営戦略及び対処すべき課題等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略及び対処すべき課題につ

いて重要な変更並びに新たに生じた課題はありません。

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,272,769 20,272,769
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は、100株であ
ります。

計 20,272,769 20,272,769 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年10月１日～
2023年12月31日

－ 20,272,769 － 6,097 － 4,366
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 833,700

（相互保有株式）
－ －

普通株式 83,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,309,200 193,092 －

単元未満株式 普通株式 46,369 － －

発行済株式総数  20,272,769 － －

総株主の議決権 － 193,092 －
 

(注) １．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれており

ます。また、「議決権の数（個）」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

３．従業員持株会信託が所有する当社株式195,300株（議決権の数1,953個）は、「完全議決権株式（その

他）」の欄に含めて表示しております。

 
② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社日新
横浜市中区尾上町
６丁目81番地

833,700 － 833,700 4.11

（相互保有株式）      

原田港湾株式会社
横浜市中区海岸通
４丁目23番地

46,800 － 46,800 0.23

松菱運輸株式会社
大阪市西区西本町
２丁目１番30号

14,100 － 14,100 0.06

旧.新栄運輸株式会社
横浜市鶴見区平安町
１丁目46番１号

9,800 － 9,800 0.04

丸新港運株式会社
大阪市港区港晴
２丁目13番35号

8,800 － 8,800 0.04

日栄運輸株式会社
神戸市中央区港島中町
７丁目２番３号

4,000 － 4,000 0.01

計 － 917,200 － 917,200 4.52
 

（注）従業員持株会信託が所有する当社株式195,300株は、上記自己株式には含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 25,923 25,005

  受取手形及び売掛金 29,169 ※２  28,855

  原材料及び貯蔵品 132 151

  その他 7,375 7,519

  貸倒引当金 △115 △113

  流動資産合計 62,485 61,418

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 81,094 86,988

    減価償却累計額 △49,803 △52,098

    建物及び構築物（純額） 31,291 34,890

   機械装置及び運搬具 15,593 16,353

    減価償却累計額 △11,485 △11,949

    機械装置及び運搬具（純額） 4,108 4,404

   土地 26,379 26,757

   建設仮勘定 2,181 1,319

   その他 3,586 3,564

    減価償却累計額 △2,843 △2,749

    その他（純額） 742 814

   有形固定資産合計 64,703 68,185

  無形固定資産   

   借地権 497 494

   その他 883 990

   無形固定資産合計 1,380 1,484

  投資その他の資産   

   投資有価証券 18,156 21,012

   長期貸付金 242 235

   退職給付に係る資産 1,426 1,554

   繰延税金資産 563 504

   その他 4,376 4,747

   貸倒引当金 △71 △71

   投資その他の資産合計 24,693 27,981

  固定資産合計 90,777 97,652

 資産合計 153,263 159,070
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 11,066 12,010

  短期借入金 7,738 5,524

  リース債務 3,222 3,442

  未払法人税等 2,527 1,064

  賞与引当金 2,816 1,563

  役員賞与引当金 83 65

  その他 8,425 9,099

  流動負債合計 35,880 32,769

 固定負債   

  社債 1,000 1,000

  長期借入金 16,934 16,158

  リース債務 7,733 8,537

  長期未払金 56 57

  長期前受金 - 1,658

  繰延税金負債 1,204 2,491

  退職給付に係る負債 3,209 3,414

  その他 1,981 2,054

  固定負債合計 32,120 35,371

 負債合計 68,000 68,141

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,097 6,097

  資本剰余金 4,712 4,721

  利益剰余金 63,428 66,887

  自己株式 △1,056 △2,444

  株主資本合計 73,182 75,261

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,565 7,374

  繰延ヘッジ損益 0 △2

  為替換算調整勘定 2,772 4,406

  退職給付に係る調整累計額 613 610

  その他の包括利益累計額合計 8,952 12,389

 非支配株主持分 3,129 3,278

 純資産合計 85,263 90,929

負債純資産合計 153,263 159,070
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】

   【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 152,544 123,890

売上原価 131,394 106,348

売上総利益 21,149 17,542

販売費及び一般管理費 10,571 11,145

営業利益 10,578 6,396

営業外収益   

 受取利息 108 221

 受取配当金 607 572

 持分法による投資利益 550 489

 その他 380 416

 営業外収益合計 1,647 1,700

営業外費用   

 支払利息 347 289

 為替差損 254 165

 その他 67 52

 営業外費用合計 668 507

経常利益 11,556 7,590

特別利益   

 投資有価証券売却益 259 468

 固定資産売却益 34 38

 特別利益合計 293 506

特別損失   

 固定資産除却損 39 180

 特別退職金 ※１  82 ※１  68

 固定資産売却損 0 28

 環境対策費 ※２  160 -

 特別損失合計 282 277

税金等調整前四半期純利益 11,568 7,818

法人税、住民税及び事業税 2,973 1,613

法人税等調整額 60 568

法人税等合計 3,034 2,182

四半期純利益 8,533 5,636

非支配株主に帰属する四半期純利益 324 214

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,209 5,422
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 【四半期連結包括利益計算書】

  【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益 8,533 5,636

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 308 1,806

 繰延ヘッジ損益 △7 △2

 為替換算調整勘定 977 1,647

 退職給付に係る調整額 △15 △2

 持分法適用会社に対する持分相当額 △47 56

 その他の包括利益合計 1,215 3,506

四半期包括利益 9,748 9,143

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 9,397 8,859

 非支配株主に係る四半期包括利益 351 283
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である株式会社エヌ・ディ・ティは、同じく当社の連結子

会社である株式会社茨城日新を吸収合併し、株式会社日新陸運に商号変更いたしました。これに伴い、消滅会社で

ある株式会社茨城日新を連結の範囲から除外しております。また、前連結会計年度まで連結範囲に含めておりまし

た日中平和観光株式会社は、清算が結了したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しておりま

す。

 
 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

一部の連結子会社は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によってお

ります。
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(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、2020年８月６日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的とし

て、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会信託型ESOP」（以下「本制度」）の再導入を決議し、2020年

11月９日開催の取締役会において、本制度の設定時期、金額等の詳細について決定しております。

本制度の導入に伴い、当社は2020年11月25日付で、第三者割当により、三井住友信託銀行株式会社（信託口）

（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行（信託口））に対し、自己株式220千株を譲渡しております。

 
１．取引の概要

当社が「日新社員持株会」（以下「当社持株会」）に加入する社員のうち一定の要件を充足する者を受益者と

する従業員持株会信託（以下「従持信託」）を設定し、従持信託は今後５年間にわたり当社持株会が取得すると

見込まれる数の当社株式を、借入により調達した資金で予め取得しました。その後、従持信託は当社株式を毎月

一定日に当社持株会に売却いたします。

当社持株会に対する当社株式の売却を通じて従持信託に売却益相当額が累積した場合には、これを受益者要件

を充足する社員に対して分配します。

なお、従持信託が当社株式を取得するための借入に対して当社が補償を行うため、当社株価の下落等により、

従持信託が借入債務を完済できなかった場合においても、当社が銀行に対して残存債務を弁済することから、社

員の追加負担はありません。

 
２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しております。

当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度358百万円、259千株、当第３四半期連結会計期間200百万

円、145千株であります。

 
３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度292百万円、当第３四半期連結会計期間133百万円

 
 

（表示方法の変更）

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は、金額的重

要性が乏しくなったため、第１四半期連結累計期間より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の

変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外収益」の「助成金収入」に

表示していた62百万円は、「その他」として組替えております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金等に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

夢洲コンテナターミナル㈱ 544百万円

NISSIN TRAVEL SERVICE(THAILAND)
CO.,LTD.
(25,000千THB)

97 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.S.A.)INC.
(350千USD)

46 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(CANADA)INC.
(45千CAD)

4 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.K.)LTD.
(25千GBP)

4 〃

 

夢洲コンテナターミナル㈱ 504百万円

NISSIN TRAVEL SERVICE(THAILAND)
CO.,LTD.
(28,000千THB)

115 〃

NISSIN TRAVEL SERVICE(CANADA)INC.
(45千CAD)

4 〃

   

   

 

合計 697百万円  624百万円
 

 

 
※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が期末残高から除かれております。

 

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

受取手形 －百万円 24 百万円
 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 
※１　特別退職金

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

連結子会社である上海高信国際物流有限公司等における、事業の縮小に伴う従業員の退職金であります。
 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

連結子会社である上海高信国際物流有限公司等における、事業の縮小に伴う従業員の退職金であります。

 
※２　環境対策費

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

当社神奈川埠頭での危険物倉庫建設に伴う土壌汚染の除去等に係る費用であります。
 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

減価償却費 4,112百万円 4,584百万円
 

 

 
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月23日
取締役会

普通株式 621 32.00 2022年３月31日 2022年６月８日 利益剰余金

2022年11月７日
取締役会

普通株式 780 40.00 2022年９月30日 2022年12月６日 利益剰余金
 

(注) １．2022年５月23日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託に対する配当金13百万円を含め

ておりません。

２．2022年11月７日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託に対する配当金13百万円を含め

ておりません。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月22日
取締役会

普通株式 979 50.00 2023年３月31日 2023年６月８日 利益剰余金

2023年11月９日
取締役会

普通株式 962 50.00 2023年９月30日 2023年12月５日 利益剰余金
 

(注) １．2023年５月22日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託に対する配当金12百万円を含め

ておりません。

２．2023年11月９日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託に対する配当金９百万円を含め

ておりません。

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２物流事業 旅行事業 不動産事業 合計

売上高       

日本 89,021 4,063 124 93,209 － 93,209

アジア 21,914 － － 21,914 － 21,914

中国 13,904 － － 13,904 － 13,904

米州 15,313 － － 15,313 － 15,313

欧州 6,834 － － 6,834 － 6,834

顧客との契約から生じる収益 146,987 4,063 124 151,175 － 151,175

その他の収益(注)３ 566 － 801 1,368 － 1,368

外部顧客への売上高 147,553 4,063 926 152,544 － 152,544

セグメント間の内部売上高
又は振替高

66 56 179 302 △302 －

計 147,619 4,120 1,105 152,846 △302 152,544

セグメント利益又は損失（△） 9,984 △11 593 10,566 11 10,578
 

(注) １．セグメント利益又は損失（△）の調整額11百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入などであります。

 
 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2023年４月１日 至 2023年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２物流事業 旅行事業 不動産事業 合計

売上高       

日本 71,070 5,542 136 76,749 － 76,749

アジア 15,510 － － 15,510 － 15,510

中国 10,223 － － 10,223 － 10,223

米州 13,902 － － 13,902 － 13,902

欧州 6,097 － － 6,097 － 6,097

顧客との契約から生じる収益 116,805 5,542 136 122,483 － 122,483

その他の収益(注)３ 594 － 812 1,407 － 1,407

外部顧客への売上高 117,399 5,542 949 123,890 － 123,890

セグメント間の内部売上高
又は振替高

48 90 171 310 △310 －

計 117,447 5,632 1,120 124,200 △310 123,890

セグメント利益 5,332 475 578 6,387 9 6,396
 

(注) １．セグメント利益の調整額９百万円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入などであります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 421.88円 281.47円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 8,209 5,422

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

8,209 5,422

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,459 19,265
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている従業員持株会信託に残存する自社の株式は、１株当たり

四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第３四半期連結累計期

間342千株、当第３四半期連結累計期間203千株であります。

 
 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第115期(2023年４月１日から2024年３月31日まで)中間配当については、2023年11月９日開催の取締役会におい

て、2023年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。

①  配当金の総額 962百万円

②  １株当たりの金額 50.00円

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2023年12月５日
 

(注) 配当金の総額には、従業員持株会信託に対する配当金９百万円を含めておりません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社日新(E04320)

四半期報告書

19/21



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年２月13日

株式会社日新

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 伊　　丹　　亮　　資  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 康 　　　　恩　　実  
 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日新の

2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年12月31

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日新及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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